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                   共 済 組 合 の 貯 金 事 業 

 
 
           佐賀県市町村職員共済組合の貯金事業は、地方公務員等共済組合法に 

         基づき、組合員の福祉の増進に資するため、組合員の貯金の受入れ又は 

         運用を行い、その収益を還元することを目的に運営しております。 

 

 

 

 

 

 

                  ◆  令和７年度  貯金事業に関する事業計画                            

 

 

  貯金事業運営にあっては、解約の減少により、貯金残高は前年度末より1億7千万円程

度増加し220億円が見込まれる。 

  また、最近の市場金利の動向を踏まえ、現行の支払利率「年利0.6％」を「年利0.8％」

に引き上げ、新規加入の促進及び既加入者の積立の促進を図り、事業の安定的運営を保持

するため、資金の安全かつ効率的運用を図るものとする。 
 

  １ 新規加入者の加入推進及び既加入者の貯金事業の積極的利用の推進を図るため、各

種会議での推進及び広報紙等により積極的な推進に努める。 
        
  ２ 貯金経理の資産の管理運用については、今後の支払資金の動向を的確に把握し管理 

   するとともに、最近の金融市場の変動に十分注意を払い資産の安定的な運用を図るた 

   め、引き続き安全かつ効率的な運用に努める。 
        
  ３ 事業の安定的運営を保持するため貯金事業の制度内容・運用状況について充分な認 

   識と理解を得られるよう適切な情報の提供に努める。 
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１. 令和７年度における 貯金事業の概況 

    

   (１) 組合員貯金の状況 

                                                               （単位：円、人、％） 

貯 金 の 種 類                          積     立     貯     金 

区          分 ７ 年 度 末 ６ 年 度 末 比較増△減       

貯 金 額             21,344,473,643 21,328,145,137 16,328,506 

貯 金 者 数                       4,625           4,592              33 

１ 人 当 た り 貯 金 額                   4,615,021       4,644,631       △ 29,610 

組 合 員 加 入 率                       32.66           32.44            0.22 

支 払 利 率                         0.8             0.6             0.2 

 

 

   (２) 事業運営の経過 

       支払利率「年利0.8％」に引き上げ 

        新規加入者の増加により貯金加入率は増加した。 

事業の安定的運営を図るため、支払利率を「年利0.8％」に引き上げ、既加入者の

積立意欲の高揚を図るとともに、新規加入の推進を図った。 

 

       未加入者の加入推進 

         未加入者の加入の推進を図るため、広報紙による貯金事業のＰＲを行うとともに、 

事務担当者へ加入推進依頼及び新規組合員に対し加入促進を行った。 

 

       「臨時積立額」の増加等により、前年度末より1千6百万円の貯金残高増加 

貯金の払戻は増加したが、「臨時積立額」の増加及び「解約」の減少により、貯金

残高は増加した。 

その結果、令和7年度末貯金額は、前年度より16,329千円増加し、21,344,474千 

円となった。 
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(３) 貯金経理の状況 

 

    貸借対照表（令和8年3月31日） 

                                                                      （単位：円） 

借        方 金       額 貸        方 金       額 

流 動 資 産       1,338,802,741 流 動 負 債       21,364,009,094 

  普 通 預 金        499,642,064   組 合 員 貯 金 21,344,473,643 

 定 期 預 金 785,000,000  未 払 費 用 236,561 

 未 収 収 益 54,160,677   預 り 金 19,298,890 

     

固 定 資 産 21,873,250,821 固 定 負 債       43,812,297 

器具及び備品 801,821  退職給与引当金 43,812,297 

 投資有価証券        21,872,449,000 剰 余 金 1,804,232,171 

     欠損金補てん積立金 1,067,223,683 

    積 立 金 737,008,488 

資  産  合  計 23,212,053,562 負債・純資産合計 23,212,053,562 

 

    損益計算書（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで） 

                                                                      （単位：円） 

損        失 金       額 利        益 金       額 

経 常 費 用       212,976,403 経 常 収 益       248,320,556 

  支 払 利 息        175,269,760   利息及び配当金 248,096,556 

  職 員 給 与        21,010,563   雑 収 入 4,000 

  そ の 他        16,696,080  償 還 差 益 220,000 

当期利益金 35,344,153   

 当 期 利 益 金 35,344,153   

 合        計 248,320,556 合        計 248,320,556 

 

  利益剰余金の処分 （令和8年6月の決算組合会において決算承認）  

   本年度における収支決算を行った結果、当期利益金として 35,344,153円を生じたので、 

  積立金に積立てた。 

また、貯金額の増加に伴い、欠損金補てん積立金 816,426円を積立てた。 

したがって、前年度より繰り越した積立金 702,480,761円と当期利益金 35,344,153

円から当期処分額 816,426円を差し引き、737,008,488円を翌年度へ繰り越すこととなる。 

 



資   産   区   分 金     額 割  合

普 通 ・ 定 期 預 金 1,284,642 5.55

投 資 有 価 証 券 21,872,449 94.45

計 23,157,091 100.00

銀   行   名 金   額 割 合

佐 賀 銀 行 1,284,642 100.00

計 1,284,642 100.00

種        類 金     額 割  合

国 債 2,990,260 13.67

地 方 債 9,497,873 43.42

一 般 事 業 債 9,384,316 42.91

計 21,872,449 100.00

(４)貯金経理の資産構成割合(令和７年度末)

(５)預金の銀行別運用状況(令和７年度末)

（単位：千円、％）

(６)債券の種類別運用状況(令和７年度末)

（単位：千円、％）

（単位：千円、％）

資産構成割合

普通・定期預金
5.55％

投資有価証券
94.45％

預金の銀行別運用状況

佐賀銀行 100％

債券の種類別運用状況

国 債
13.67％

地方債
43.42％

一般事業債
42.91％
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区      分 ３ 年 度 末 ４ 年 度 末 ５ 年 度 末 ６ 年 度 末 ７ 年 度 末

貯 金 額 19,123,032,006 20,853,466,344 21,679,384,013 21,328,145,137 21,344,473,643

貯 金 者 数 4,096 4,601 4,668 4,592 4,625

1人当たり貯金額 4,668,709 4,532,377 4,644,255 4,644,631 4,615,021

組 合 員 加 入 率 44.83 32.73 33.17 32.44 32.66

0.8

２.過去５年分の事業状況

(１) 組合員貯金の状況 （単位：円、人、％）

支 払 利 率 0.6 0.6 0.6 0.6
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区      分 ３ 年 度 末 ４ 年 度 末 ５ 年 度 末 ６ 年 度 末 ７ 年 度 末

年 度 末 資 産 20,763,262,751 22,551,759,093 23,435,077,820 23,153,254,742 23,212,053,562

資産の運用利益金 206,720,360 213,265,736 224,806,726 239,243,667 248,316,556

平 均 運 用 利 回 り 0.99 0.99 0.98 1.03 1.08

（単位：円）

区      分 ３ 年 度 末 ４ 年 度 末 ５ 年 度 末 ６ 年 度 末 ７ 年 度 末

当 期 利 益 金 61,205,704 54,432,700 56,684,652 68,033,785 35,344,153

欠損金補てん積立金 956,151,601 1,042,673,318 1,083,969,201 1,066,407,257 1,067,223,683

積 立 金 633,585,280 601,496,263 616,885,032 702,480,761 737,008,488

欠損金補てん積立金:  共済組合法施行規程第87条第2号の規定により、将来の欠損金の補てんに充てるため、毎事業年度末において｢当期

                   利益金｣を組合員の貯金額の100分の5以上に達するまで「欠損金補てん積立金」として積立てなければならない。

（単位：円、％）
(２) 貯金経理資産の運用状況

(３) 当期利益金と利益剰余金の状況(欠損金補てん積立金及び積立金)
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３.取引金融機関の経営状況

３年度末 ５年度末

8.01 7.56

  ＡＡＡ

  ＡＡ

  Ａ

  ＢＢＢ

  ＢＢ

  Ｂ

  ＣＣＣ

  ＣＣ

  Ｄ

令和7年4月23日現在   R&I (格付投資情報センター) 

  発行体のすべての金融債務が不履行に陥る懸念が強い。

  信用力は高く、部分的に優れた要素がある。

取引金融機関名

  信用力は十分であるが、将来環境が大きく変化する場合、注意すべき要素がある。

佐　賀　銀　行

  信用力に重大な問題があり、金融債務が不履行に陥る懸念が強い。

　信用力は最も高く、多くの優れた要素がある。

  信用力は極めて高く、優れた要素がある。

  発行体のすべての金融債務が不履行に陥っているとＲ＆Ｉが判断する格付。

（注）+-は同じ格付け内での優劣を示す。

  信用力に問題があり、絶えず注意すべき要素がある。

  格    付  

Ａ－

 格付けの定義

  信用力は当面問題ないが、将来環境が変化する場合、十分注意すべき要素がある。

※令和8年度から7月にヒアリングを受け、9月に公表される

    格付け ：  債券、コマーシャルペーパー(CP)、資産担保債権(ABS)などの元本、利子の支払いの安全の度合い

             を、投資家のだれにでもわかる簡単な記号で示したもの。

               企業の収益、財務状況、経営力、受託契約の内容などを、総合的に評価したうえで格付けする。

              [主な格付機関] R&I(格付投資情報センター)、JCR(日本格付研究所)、Moody's(ムーディーズ社)

   (２) 格付け

    自己資本比率 ：  貸出残高、保有有価証券などの総資産に占める資本金・引当金など、内部資金の割合。

8.13

                   措置が金融監督庁から発動され、自己資本の早期回復が求められる。

7.68 7.81

                     海外に拠点を持つ銀行の場合、国際決済銀行(BIS)の規制(国際統一基準)で8％以上、また、

                   国内業務に特化した銀行の場合、4％以上の比率を維持することが求められる。

                     健全行の目安となるこうした基準を下回った場合は、一部の業務停止などを含む早期是正

６年度末

   (１) 自己資本比率
（単位：％）

取 引 金 融 機 関 名

佐 賀 銀 行

４年度末 ７年度末

国
内
基
準
4
％

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

３年度末 ４年度末 ５年度末 ６年度末 ７年度末

自己資本比率（佐賀銀行）

（％）
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